様式第２号（第６条および第８条関係）
守山市官民連携プロジェクトサポート事業　事業計画書
（申請者概要）
	法人・団体情報
	フリガナ
	

	
	法人名・屋号
	

	
	フリガナ
	
	フリガナ
	

	
	代表者
役職
	
	代表者
氏名
	

	
	フリガナ
	

	
	本社所在地
住所
	〒


	
	設立年月日
	　　年　　月　　日
	常時雇用従業員数
	　　　　　人

	
	業　種
	

	
	事業概要
	

	
	事業URL
	


	担当者情報
	フリガナ
	
	部署
	

	
	氏名
	
	
	

	
	電話番号
	
	－
	
	－
	
	役職
	

	
	メール
アドレス
	



	申請該当確認チェック
	

	□
	申請日時点で業歴が１年以上あり、国・都道府県・市町村税に未納がありません。

	□
	申請者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定される暴力団員に該当せず、将来においても該当しません。

	□
	労働基準法(昭和22年法律第49号)、職業安定法(昭和22年法律第141号)その他労働関係法令をはじめとした法令に関して重大な違反はありません。

	□
	風俗営業等の規制および業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第２条に規定する営業を行う者ではありません。

	□
	申請内容と事実が相違することが判明した場合、事業の採択、補助金の交付が受けられないこと、または補助金の交付決定の全部もしくは一部を取り消されることになっても意義はありません。また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。




（官民連携プロジェクト概要）
	(1)事業名称
（タイトル）
	（簡潔に事業名にタイトルをつけてください）


	(2)実施概要
	（簡潔に今回実施する実証実験のサービスや技術の説明、事業対象やスケジュールなど）


	(3)実施事業の目的・背景
	（申請者が考える、守山市で解決したい社会や地域における現状課題について）※出来る限り具体的に

	（4)事業実施後の目指す姿（達成する姿、成果指標など）
	（実施期間中や実施後、本市を舞台として社会、地域にもたらす効果など、成果指標を含め説明）


	(5)実施方法や具体内容
	（実証実験に用いる技術・サービス等を示しながら、具体的な実施方法や実施エリア、対象を明示）

	(6)本事業に係る技術・サービス概要
	（実証実験に用いる技術・サービス等の新規性、優位性、独自性）※従来製品または他のサービスと比較して差別化の図れている点や優位性がある点などをデータ等により客観的に判断できるよう明示

	(7)事業実施体制
	（本事業に対する実施体制や役割、また専門家等の技術指導を受ける場合はその明示）


　※任意の企画提案書とは別に本計画書に簡単に概要を記載ください。
[bookmark: _GoBack]【プロジェクト実施期間】（注：市が年度をまたぐことを認めた事業は翌年度の完了予定日まで）
	開始予定年月日
	年　月　日
	完了予定年月日

	年　月　日




（プロジェクトの資金計画概要）
１　本事業による取組みに係る全体経費の内訳（注：税抜きで記載すること。）
	経費内容
	経費（円）
	内訳(積算) 単価×数量

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計金額（円）＝全事業費
	円【①】
（※申請書に記入ください）
	



	補助対象経費（①のうち対象外経費を除いた額）
	円【②】

	②×２/３
	円【③】

	補助上限額 ＝1,000,000円
	1,000,000円【④】

	本市への補助金申請額 
③（千円未満切捨）、または④のいずれか小さい方
	円【⑤】
（※申請書に記入ください）



２　本事業に係る資金調達計画書
	収入の種類
	予算額

	本件の補助金申請額　【⑤転記】
	円【⑥】

	守山市補助金以外
	　　　計
	円【⑦】

	
	他補助金
	円
	

	
	自己資金
	円
	

	
	借入等
	円
	

	資金計画合計
	円【⑦＋⑧】



３　上記１および２への資金計画に関する補足説明など（特に記載なければ空欄可）
	（補足を要するべき資金計画、他の補助・支援等を受けている、または受ける予定がある事業名等）



